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「維持保全計画」（日倉協作成参考様式）について
本年６月施行の改正建築基準法により、３千平米超の倉庫には「維持保全計画」の作成義務が課されたところです（詳細は日本倉庫時報７月号14面～15面参照）。
日本倉庫協会では、各会員事業者が維持保全のための点検を行いやすいよう、参考様式を作成しましたので、貴協会所属の会員事業者に対しご案内方、よろしくお願いいたします。
記
1． 維持保全計画の日倉協様式
　　　別紙１の通り。
　　　　　なお、あくまで参考ですので、各会員事業者はそれぞれの実態に合わせ修正して構いません。
2． 様式制定の理由
　本年６月、建築基準法改正に伴う「建築物の維持保全に関する準則又は計画の作成に関し必要な指針」告示が施行され、国交省住宅局よりその参考様式が示されましたが、日倉協事務局では倉庫現場で使いづらいとの意見があり住宅局にその意見を提出するも、「必ずこの様式で作成しなければならないものではありませんので、適宜項目は省略・修正して構いません」との回答がありました。
　以上のことから、各会員事業者は国交省の示した様式を参考にして維持保全計画を作成することはできますが、日本倉庫協会としても倉庫事業者がより使いやすい様式を定め、参考にできるようお示しするものであります。
3． 今後の予定
Ａ．日倉協参考様式の作成については、日本倉庫時報で全国の会員事業者へ案内・周知しています。
Ｂ．日倉協発刊「倉庫施設点検のてびき」を改訂のうえ掲載し、機会あるごとに周知します。
Ｃ．日倉協ホームページの会員専用サイトに掲載し、ダウンロード可能にいたします。
以　上
